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北九州市では、人口減少や高齢化の進行に
伴い、空き家のさらなる増加が見込まれてお
り、地域住民の生活環境を保全する上で空き
家対策は喫緊の課題です。
空き家率が15.8％で、政令指定都市では二
番目に高い本市では、危険な空き家の除却に
加えて、「空き家バンク」や「空き家リフォ
ーム補助」など、個々の空き家を活用する
様々な事業を推進してきました。

今回紹介する「空き家等面的対策推進事業」
は、市内の利便性の高い「街なか」のエリア
において、個々の空き家のみでは敷地が狭く
進まない再整備を、複数の空き家を『面的』
にまとめ一体的に再整備するもので、本市が
住宅事業者等や地元（自治会）から空き家情
報を受け、空き家所有者と住宅事業者等の橋
渡しを行い、建替えやリノベーションを推進
することで、空き家対策の促進を図っていく
取り組みです。

事業の主な内容としては、
・事業対象となる空き家は、居住誘導区域内
で、２戸以上の空き家が連坦しているもの、
または２戸以上の空き家が概ね１km以内
に点在しているもの等とする。

・また、それらの空き家は、①または②とす
る。
①　 事業に参加している事業者が、再整備
の提案対象として自ら探したもの

②　 地元（自治会）に協力を依頼し、情報
提供を受けたもの（ただし、事業性が
高い主要鉄道駅から１km圏内に限っ
たものとし、事業者が実際に空き家を
確認し、事業性のある空き家を選んで
もらう。）

・空き家の所有者については、市が固定資産
税情報を活用して特定し、市が意向調査の
アンケートを行い、売却の意向のある空き
家について、空き家所有者の同意を得て、
事業者を紹介する。

・事業者の決定方法は、市が空き家情報を提
供する場合は、協議会の会員の中から事業
実施の意向表明を受け、複数の事業者が手
を挙げた場合は抽選とする。

・事業者は、空き家を買取り、新たに住宅を
建設するか、空き家をリノベーションして
販売することとし、住宅以外の再整備はこ
の事業の対象としない。

といった流れとなっています。

令和元年度のモデル地区から限定的に始ま
った本事業も、令和３年度から全市域を対象
に拡大展開し、空き家所有者と事業者との橋
渡しを行う取り組みが軌道に乗り始めてきま
した。現在では120社を超える住宅事業者等
に参画いただいています。また、地元（自治
会）のご協力により、令和３年度は約1,500
戸もの空き家情報が寄せられています。
空き家情報が集まるにつれ、市の空き家調
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査等（空き家の現地確認、課税照会や登記簿
謄本の確認、アンケートの送付など）に係る
事務も大幅に増加していきます。件数の増加
により、空き家情報の提供を受けてから、空
き家所有者の同意を取り事業者を紹介するま
での期間が長くなり過ぎないような工夫も必
要です。今後は、効果的・効率的に成果を上
げるため、事業者からの意見も聴取しながら、
事務の見直し等を適宜図っていたきいと考え
ています。

最終的な成約に至った実績はまだまだ少な
いですが、この事業により既に複数の空き家
が解体され、再整備が進んでいる地区の自治
会からは、「街並みが良くなった」との声も
上がっています。今後も、市全域で手付かず
となっていた空き家が解消され、新たな住宅
に生まれ変わり、街の活力が維持・向上され
ていくことを期待しています。

一方で、敷地が狭く接道状況の悪い空き家
が一定の区画に複数点在し、面的対策事業で
は抜本的な課題解決ができないエリアが多く
存在していることも判明してきました。将来
的には、このようなエリアに対し、民間事業
者の協力を得て、複数の空き家や老朽家屋、
空き地、狭あい道路を含めた街区単位での面
的対策の取り組みも研究していきたいと考え
ています。
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